
○下河辺委員長 それでは、定刻になりましたので、ただいまより第 2回 「東京電力に関
する経営・財務調査委員会」をこれから開催いたします。

本日は、皆様方、大変お忙しい中御参集いただきまして、ありがとうございました。

本日は、政府側から仙谷内閣官房副長官にも御出席をいただいてお ります。

また、本日は東京電力株式会社の経営・財務の状況、当面の事業運営・合理化方針の内

容、中期的課題について、東京電力からヒアリングを行うため、勝俣恒久取締役会長にお

越しいただいております。

当委員会は、政府が原子力損害賠償支援機構法案の枠組みの下で、東京電力に対する支

援を行うことを想定して、東京電力の厳正な資産評価と徹底した経費の見直し等を通じて、

国民負担の極小化を図ることを目的とし、経営・財務の調査を行 うために設けられたもの

であります。

当委員会が膨大な資産等を有する東京電力に対して、限られた時間、期間で調査を行い、

中長期的な見通しを含めて会社の全体像を適切に把握するためには、委員会及びタスクフ

ォースが今後実施することとなる調査に対 して、東京電力の全面的かつ積極的な御協力を

得ることが必須であります。

本日の議事をこれから開始するに当たりまして、委員長として特に今後の調査への東京

電力の全面的かつ積極的な御協力方を改めてお願い申し上げる次第でございます。

本日は、東京電力の経営・財務の状況等をまず委員会としてお伺いさせていただきます
が、今後の調査の進展に応 じて、委員会として改めて今後ヒアリングをさせていただく場

合もあろうかと思いますので、その点につきましても、どうぞょろしくお願いをいたしま

す。

以上、簡単ではございますが、委員長からの冒頭のごあいさっとさせてぃただきます。
続きまして、本日は政府からお忙しい中、タスクフォースのリーダーをも務めておられ
ますが、仙谷官房副長官にも御出席をいただいております。日1長官の方からも何かごあい

さつを一言いただけますか。

○仙谷内閣官房副長官 いえ、結構です。時間がないものでございますから。
○下河辺委員長 それでは、早速ですが、東京電力株式会社の勝俣取締役会長から、まず
ごあいさつをいただきたいと思います。

○勝俣取締役会長 東京電力の勝俣でございます。
一言ごあいさつさせてぃただきます。当社、福島第一原子力発電所の事故によりまして、
地域の皆様方を始め広く社会の方々に大変な御心配、御不安、そして、御迷惑をおかけい
たしておりますことを大変中し訳なく、心からお詫び申し上げます。
また、このたびは下河辺委員長を始め委員の皆様方、そして、事務局の皆様方に大変御
面倒をおかけいたしますので、よろしくどうぞお願いいたします。

本日は、東京電力の経営・財務状況と事業運営、そして、合理化方針について御報告さ
せていただく機会をいただきまして、ありがとうございます。先ほど委員長のお話にもご



ざいましたとおり、当社といたしましては、本調査に最大限の協力をさせていただきます

ので、委員の皆様には当社の実態について御理解いただきますとともに、それぞれ御専門

の立場から当社の経営にア ドバイスをいただければと考えております。何とぞよろしく申

し上げます。

簡単ですが、私からは以上でございます。

○下河辺委員長 それでは、報道関係の方はここで御退室をお願いしたいと思います。よ

ろしくお願いします。

(報道関係者退室 )

○下河辺委員長 それでは、早速、本日の議事に入らせていただきます。

本日のヒアリングに当たりましては、当委員会では事務局を通じまして、東京電
力さん

に対し、本日お伺いしたい点をあらかじめお伝えしているところでござ
います。

具体的には、 1つ 日、東京電力株式会社の現在の経営・財務の状況。 2つ 日、当面の事

業運営 。合理イヒ方針の内容。 3つ 日、東京電力株式の中期的課題に
ついて、これから御説

明をお願いしておりますので、勝俣会長から御説明をいただきた
いと思います。

それでは、早速で恐縮ですが、勝俣会長、よろしくお願いを
いたします。

○勝俣取締役会長 それでは、お手元のパワーポイン トの資料を使つて説明させていただ

きます。併せて平成 20年度決算短信、株主総会への御通知も御用意しております
ので、

後ほどごらんいただければと存じます。

資料の説明に入ります。

1ページ、事務局の御依頼に沿いまして、当社の経営・財務の状況に
ついて御説明をし、

次に、 5月 20日 に公表いたしました当面の事業運営
。合理化方針について御説明した上

で、最後に当面の事業運営、合理化方針の下で取り組
むべき課題につきまして、私が考え

ます長期的な課題についてお話しさせていただきます。

2ページ、経営・財務の状況から始めますので、 3ページにお入り
いただければと思い

ます。

平成 22年度の業績の概況ですが、本日、当社グループの大層を占
める東京電力単体を

ベースにした御説明をいたします。

22年度は夏の高気温などに伴う販売電力量の増加などによりまし
て、経常利益は 1,124

億円増益の 2,710億円となりました。

しかしながら、地震・津波により被災した設備の復旧費用な
どの特別損失の計上や繰延

税金資産の取崩しを行つたことから、当期純損失
は 1兆 2,585億円の過去最大の赤字を計

上いたしました。

4ページ、災害特別損失 1兆 175億円について、少し詳しく御説明
いたします。

まず、福島第一の原子力の冷却や放射性物質
の飛散防止など、安全性確保に関するも

の

が 4,262億円になつております。 6月 22日 に公表いたしまし
たが、滞留水の処理に関す

る対策内容の追加、変更等と今、御説明した決算
で計上した損失額から、更に 380億円の



増加を見込んでおります。

ここの 4,262億円プラス 380億 円は、ただいま第 1ステップ、第 2ステップに分けて、

いろいろな復 1日 をいたしているものが主なものでございます。          
・

そして、中長期の課題について、例えば燃料の取り出し等もt現時点でわかるものは入

っているということになります。

次の福島第-1～ 4号機の廃上に関するもの。これは例えば減価償却の減損額、燃料の

損失額等々がこの 2,070億 円に相当いたします。

福島第-5・ 6号機及び福島第二関連の原子炉の安全な冷温停止状態を維持するため等

に要するもの。これは、今、福島第一の 2台、第二の 4台、計 6台が冷温停止といつた形

で、言わば冷却ができておりますけれども、まだ水につかつた発電機等、こうしたも
のな

どはまだ手に付いてお りません。 1基大体 350億円ぐらいの費用で見込んだものがここに

入つているわけでございます。

7・ 8号機の増設計画の中止に伴うものが、建設仮勘定等で 398億あります。

後ほど御説明しますが、火力発電所の復旧費が約 497億円。こうしたものが入つており

ます。

その他の 833億円ですが、これは流通設備の復旧とか、あるいは福島の今、 Jヴィレッ

ジ等々を起点にしてお りまして、いろいろな物資を輸送している、そういつた関係の費用

でございます。           ´

5ページ、今回の地震・津波によりまして、太平洋側の設備が 2,100万 kWほ ど停止い

たしました。ここには、当社毒身のもの、東北電力さんと一緒の共同火力の相馬共同火力。

住友金属さんと一緒の共同火力の鹿島共同火力。こうしたものが軒並みやられまして、現

在、これらの設備の復旧に最大限取り組んでいるところでございます。

6ページ、最近の販売電力量の状況でございますが、平成 22年度は夏の高気温等で冷

房需要の大幅増、あるいは生産の持ち直しを見せた産業用の増、こういつたことで 4.7%

増加の 2,934億 kWと なりました。

ただし、その後、震災以降、販売電力量は大幅に落ち込んでおります。 4月 以降、産業

用の減少幅は改善しつつありますが、オフィスビルなどの業務用は言わば節電が浸透いた

しまして、対前年比 20%程度のマイナスが継続 しております。

6月 につきましては、発電電力量のベースでございますが、22日 までここにございます

ように、対前年比マイナス 12.8で すが、昨日、23日 までの結果だと、マイナス 12.5と 、

ここのところ暑いので、少し需要が出ているという状況になっております。

7ページ、22年度の決算、経常収支の状況ですが、補足いたしますと、収入面では販売

電力量の増に加えまして、燃料費調整制度の影響によりまして、販売単価が上昇 し、経常

収益は 3,500億 円の増加となつております。

8ページ、一方、支出面では燃料価格の上昇や販売電力量の増加に伴 う燃料費の増力Eに

よりまして、経常費用は 2,383億 円の増加となりました。



これらの結果、先ほど申し上げましたとおり、経常利益が 2,710億 円となった次第でご

ざいますが、この中で一番大きいのは、この表の中の 2番 目の燃料費でありまして、これ
が 21年度の約 1兆 2,000億から 1兆 5,000億。比率にいたしますと、22年度の費用で 30%
の比率になります。

加えまして、購入電力料というのがございますが、これは他電力さんとかあるいは IPP

と言いまして、発電事業者から買つているものでして、この 2ポイントが割とこれから大

きく効いてくるということになります。

9ページ、ここでは貸借対照表の状況について御説明いたします。

左のグラフは、総資産の推移を示したものでございます。電力需要の伸びの低下もあり

ますが、事業の合理化の中で、設備投資を抑制するなど、資産のスリム化を徹底 してまい

りました。

有利子負債についても、右上のグラフにありますように、 8年度の 10兆 5,300億円か

ら、一時は 7兆 1,800億 円まで削減いたしました。

こうした資産、負債のスリム化に加え、毎年資本を蓄積 していくことで、自己資本比率

は右下にございますように、18年度末には 20%を超える水準まで改善いたしました。

しかしながら、平成 19年 7月 の新潟県中越沖地震で被災し、柏崎刈羽原子力の 7台の

全号機運転停止によりまして、燃料費が大幅に増加 し、それ以降 2年間にわたつて損失を

計上することになりまして、ここ数年はバランスシー トの改善は停滞いたしておりました。

更に、今回の震災を受けた約 2兆円の緊急借入により、有利子負債はお手元にございま

すように、大幅に増加 し、先ほど御説明しましたとおり、多額の災害特別損失の計上より

純資産が大幅に落ち込んでおり、自己資本比率は過去最低の 8.9%ま で落ちてきてお りま

す。

なお、当年度末の純資産高は前年度から約 9,000億減少いたしまして、 1兆 2,600億 円

となつております。

10ページ、続いて今年度、23年度の状況について御説明いたします。決算発表時点で

は、地震・津波の影響により需給両面で今後を見極めることが非常に困難な状況であるた

め、業績の見通しについてお示しすることができませんでした。

収入面、すなわち販売電力量の足元の状況は、先ほど御説明いたしましたが、費用面で

は火力発電への依存度の高まりと化石燃料価格の高騰によりまして、燃料費、購入電力料

が追加でおよそ 1兆円かかる見通しでございます。

福島第一、第二発電所では、年間 600億 kWの電気を発電 しておりました。これのラン

ニングコス トは、 lkW、 約 1円 であります。一方、現状この 100ドルベースの時代にな

りますと、化石燃料単価は 12～ 13円 ということで、差引 600億 ×12円 ぐらいをかけた

7,000億強、97・合によつては 8,000億 強が今年度の原子力停止による増分として費用がた

くさんかかつているという状況になるわけであります。

加えまして、ガスタービン購入、停止火力の立上げなど、供給力の確保に必要な費用が



更に増加するという状況になつているわけです。

これに対しまして、後ほど詳 しく御説明いたしますが、5,000億 円以上の費用削減によ

り、収支の悪化を最小限にとどめたいということで、進めているところでございます。

また、資金面では、ただいま申し上げた費用増に加え、23年度は社債、借入金の約 7,500

億円が償還、返済の時期となり、 4月 からの避難費用の仮払い、 6月 からの農林漁業、中

小企業の皆様への仮払いなど、多くの資金が必要となっている状況であります。

一方で、新規の社債発行や長期借入れなどの資金調達は極めて困難でありまして、運転

資金に充てるための短期の借換えについても厳 しい交渉となっているなど、資金面も極め

て厳しい状況にあります。

こうした中、抜本的な経営合理化による不要削減と資金確保に取り組んでまいりますけ

れども、原子力損害賠償支援機構が設立するまでは、資金調達面において厳 しい状況が続

きますので、 1日 も早い法案成立を期待 しているところでございます。
11ページ、次に本日の 2つ 日のテーマに入 ります。私どもが 5月 20日 に策定、公表い

たしました当面の事業運営・合理化方針について御説明いたします。

当面の事業運営・合理化方針は、原子力発電所事故の収束、今回の事故により御迷惑を

おかけしている皆様への対応、安定供給の確保、この 3つの重点課題への取組みを定めた
当面の事業運営方針とこれを着実に実行するための抜本的な経営の効率化を定めた合理化

方針からなっております。

12ページ、まず福島第一原子力発電所事故の収束について御説明いたします。
現在、事故の収束に全力を挙げて取り組んでいるところです。その作業の日標 と進捗を

お示しするため、毎月 17日 にロー ドマップを作成 して、公表 しております。
まず、 7月 中旬を目途とするステップ 1では、原子炉や使用済み燃料プールの安定的な
冷却を行 うシステムを構築し、汚染水の保管場所や処理施設を稼働させるなど、放射性物

質が大量に放出されるリスクを除去した上で、放射線量を着実に減少傾向にすることを目
標としております。

ステップ 2においては、ステップ 1で構築したシステムや処理施設を安定的に稼働させ、
原子炉を冷温停止状態に持ち込んで、放射性物質の放出を管理し、放射線量を大幅に抑え
ることを目的といたしております。

なお、事故の収束に向けた取組みの強化をするため、 6月 28日 に 600名 体制の「福島
第一安定化センター」を福島に設置し、現場指示を徹底して、本店と一体的な取組みを推
進してまいります。

13ページ、大変見にくいんですが、ロー ドマップの全体像です。一番左が冷却、抑制、
モニタリング、余震対策、作業環境の改善、この 5つで約 70項 目のいろいろな課題を提
起しておりまして、これを現在、進めているところでございます。
14ページ、今の私どもの最大の課題は、プラン トの 1～ 3号、ここまで水を注いで冷却
をしているところなんですが、格納容器にやや穴が開いていると申しますか、配管になっ



ているところに少し穴が開いているということから、そこから水が漏れます。それが非常

に高レベルの汚染水になっている。

現在、 1号機で 1時間当たり4立米、 2号機もそのぐらいの値、 3号機はまだ熱が高い

ので、 9～ 10立米ぐらい注いでおります。したがいまして、月間 400tぐ らいの水を上か

ら注いでいるわけですけれども、これが時間を経ると、下に出てくる。

したがいまして、汚染水の処理が最大の今、課題になりまして、本来 15日 ぐらいから

本格運転に入 りたかつたのですが、ここの図にございますようなセシウムを取る、ある
い

は油分を取る、海水の淡水化をするといつた一貫した設備で非常に低レ
ベルの水にいたし

まして、それを炉の冷却用に使 うというシステムが循環浄化装置の運転が大体可能
になつ

てきたので、言わば新 しい水を加えないで、今、たまつている高レ
ベルの水を非常に低い

レベルの水にして、循環をするシステムがようやくでき上がりつつあります。

そんなことで、これがうまくいくと、非常に原子炉の冷却が進むという状況
かと思つて

おります。

なお、使用済み燃料プールの対策も言つてみれば冷却することが大事な
んですが、こち

らの方は順調に進んでいるということであります。

15ページ、事故によりまして御迷惑をおかけしている皆様
への対応でございますが、避

難場所における支援活動ということで、大体 1か所の避難場所に 4～ 5名
の人を置いて、

そこでのいろいろなお手伝いをするということをしております。

それから、補償につきましては、原子炉損害賠償紛争審査会
が策定する指針を踏まえま

して、避難費用の仮払い、農林企業、中小企業の皆様
への仮払いをする。

避難費用の仮払いにつきましては、現在までに 5万 2,000所帯
の支払いが済んでおり、

想定されたほとんどすべての対象避難の方
々に受け取つていただいたかと考えております。

16ページ、こうしたような活動を行 うための組織としては、現在、原子
力被災者支援対

策本部を設け、本店、福島あるいは避難場所があります
のでその他の都県等々で、言つて

みれば避難場所への説明、お手伝い等々あるいは福島原子
力補償の相談等々で、現時点で

550名 程度の要員を配置しておりますが、これから補償が言わば最盛期
になつてくると、

相当の人数を投入しないと処理しきれない
のではないかということで、その対応を図るこ

とといたしております。

17ページ、当面の事業運営・方針の 3つ 日、
「3.安定供給の確保」であります。

原子力、火力といつた電源設備が地震
・津波によりまして 2,100万 kW被災、停止いた

しました。そこで、大幅な供給力不足に陥つたという
ことで、計画停電の実施など皆様に

御迷惑をおかけいたしました。現在、被災した火力発
電所の復旧、長期計画停止中の火力

発電所の運転再開等々、あるいは自家発設備から
の余剰購入等々で、現時点で今年の夏の

想定最大 5,500万 を上回る 5,600万程度ぐらい
の供給力が確保できるのではないかという

ことで考えております。

また、需要面でも、法人のお客様から御家庭、個人
のお客様に広く節電へのお願いをし



ている。ちなみにこの 3日 間、大変暑いんですが、今日で 4,400万
kWぐ らいということ

で、まだ冷房は最盛期にはなつていないという状況であります。

18ページ、供給力確保その他もろもろ各企業あるいは各国から、ここにござ
いますよう

にいろいろ支援をいただいて、ガスタービンでもタイや韓国の電力会社から無償
で譲渡を

受けているといつたものもあるような状況であります。

19ページ、ここからは 3つの重点課題の取組み、経営合理イヒでございます。

経営合理化の 1つ 日の柱で資産売却でございますが、不動産、有価証券、国内.外
の各事

業の保有資産、おおむね 3年程度をめどに電気事業の遂行に必要不可欠なもの以外は売却

し、グループ全体で 6,000億 以上の資金確保を目指したい。

内訳としましては、大まかに言いまして不動産で 1,000億円、有価証券、国内外各事業

の売却で 5,000億 を考えております。

20ページ、まず不動産ですが、既に 29あ りました厚生施設はすべて廃止し、その中で

自社保有し処分が可能な 14地点はすべて売却いたしております。また、事務所建物につ

いても、電気事業遂行への影響を考慮しつつ、一部建物の売爆や証券化を検討していきま

す。更に一部の社宅や現状電気事業に用いていない土地等も売却しまして、全体で 1,000

億円程度は確保 したいと考えてお ります。

なお、滋社がグループ会社に対して賃貸 している土地、例えば当社の土地に子会社の東

電不動産が事務所建物を建てているようなケース、東電不動産などグループ会社が保有し

ている土地については、後ほど説明する関係社会の事業売却と併せて処分してお りますの

で、この 1,000億円には入つております。

21ページ、有価証券及び国内外の各事業の売却方針であります。

有価証券について、当社は平成 23年 3月 末時点で上場 45銘柄と非上場を併せて約 3,200

億円相当の株式を保有しておりますが、順次売却を進めていきます。グループ会社が保有

する株式についても同様に処分をいたします。

国内外の各事業については、電気事業の遂行に必要不可欠でない事業、多角化事業につ

いて売却することを基本といたしております。また、電気事業の企業の一部を分担してい

るグループ企業もございますが、これらは事業の縮小や再編等による合理化を進めて、全

体で 5,000億以上の資金を確保 したいと考えているところであります。

22ページ、御参考までにこちらに当社のグループ会社数を事業分野Bllに整理したもので

あます。情報通信事業はデータセンター事業を運営 しているアット東京など子会社が 10

社、関連会社が 3社 とあります。エネルギー・環境事業は電気事業設備の建設・保守を行

つている東電工業や東京電設サービス、子会社が 39、 関連会社が 25社 となります。住環

境・生活関連事業は、不動産管理を運営している東電不動産など子会社が 20、 関連会社が

5社 となります。海外事業は子会社が 97、 関連会社が 63社 となっておりますが、この中

には国内外の再生可能エネルギー発電事業、特に風力を行つているユーラスエナジーグル

ープ、これは地点別に会社をつくりますので数が大変多いものになつております。子会社



90、 関連会社 56と なっているわけです。

ユーラスエナジーの設備容量というのは、欧州、米国、日本と大体 200万 kW程度持っ

ている会社であります。

こちらも参考でございますが、ごらんいただいた一覧の中で電気事業以外のセグメン ト

に属する子会社等の連結決算上の売上高や営業利益を示したものであります。

22年度の売上高は対前年度で 204億円増加しまして、3,039億円となつております。こ

れらはガス事業者や子会社の東電工業におけるエネルギーソリューシヨン事業の売上
の増

加など、エネルギー環境分野の売上高が増加したことによります。営業利益は 62億 円増

加 し、442億 円となりました。これは主に情報通信事業分野における子会社、アット東京

の顧客増によるものであります。

当社が国内事業で培つた強みを発揮できる事業として、12年ほど前から海外発電事業
に

取り組んでおりまして、現在、子会社である TEPCOイ ンターナショナルを通じて、世界

7か国、10案件で事業を展開しております。また、先ほど御説明した
ユーラスエナジーグ

ループを通じて再生可能エネルギー発電事業も行つております。22年度末には海外発電事

業全体の持ち分出力は 360万 kWに達しており、売上高で 845億円、純利益は 103億円と

なつております。

ただし、海外発電事業は当初比較的低い出資比率で参加しており、配当
や持ち分法投資

利益として連結決算に貢献しているたゅ、ここに掲載し
た子会社の売上高や営業利益には

反映されていません。

24ページ、これまで説明いたしました試算の売却の進め方ですが、中長期的な視
点から

売却資産を洗い出し、適切な売却時期などを十分に検討
の上、売却額を最大化することを

基本に進めることとしたいと考えております。ただし、電気事業
の遂行に影響を生じない

資産については、先ほど御説明したような資金事情を踏
まえ、賠償金の支払いや電力の供

給力確保のための資金を確保するため、順次売却に着手
したいと考えております。なお、

資産の売却に当たりまして、入札方式の採用など、
公正な方法によつて透明性に最大限留

意しながら売却額の最大化を目指 していきた
いと考えております。

25ページ、合理化方針の 2つ 目の柱「2.投資・費用の肖1減」について御説明
いたしま

す。

23年度の投資については、供給力の確保など、電気事業の遂行不可欠
なものを除き実施

しないことといたしております。費用については、先ほ
ども触れましたが、23年度におい

ては燃料費、購入電力料中心に 1兆円を超える追加費用が発
生する見込みですが、あらゆ

る費用を徹底的に抑制し、5,000億以上の肖1減を図
つてまいりたいと考えております。

26ページ、御参考までに、これまでの合理イヒの取組みでありますが、代表
的なものとし

て修繕費はピーク時の 6311、 設備投資額は同じく
ピーク時の 4割、これは需要の伸びが落

ちているということも影響しますが、こうして削減し
ております。

27ページ、従業員の水位は、ピークであつた平成 7年末の 4万 3,500人
から 5,000人 を



削減してきております。販売電力量はほぼ一貫して上昇傾向にあることから、kW当 たり
の生産性は高いということとなっております。

28ページ、最後に合理化の 3つ 日の柱ですが、この表の左側に業務の見直しとあります

ように、営業のオール電化販売の中止、海外事業、国内成長事業の撤退、そのほか研究開

発とか研修費等々、間接費用のスリム化といつたことをベースにいたしまして組織のスリ

ム化を図つていく所存であります。

29ページ、次にグループ体制と人員のスリム化について御説明いたします。

この表のように、 4つの分類の下に電気事業に必要不可欠かつ外部市場のない事業や、

外部市場が存在 しても内部調達による方が効率的なものを除き大幅に縮小 。再編 していき

ます。このグループ体制の見直しと前のページで説明した業務の簡素化等々によりまして、

原子力事故の収東や事故による御迷惑をおかけしている皆様への対応などに必要な約

5,000人 をこの中から生み出して対応 したいということで考えております。なお、組織・

グループ体制 。人員のスリム化については、年内に詳細を詰め、公表したいと考えます。

最後に、これまで説明してきた当面の事業運営・合理化方針の下で取り組んでいる課題

に加え、私自身が考えている中期的な課題ついて御説明いたします。

31ページ、当面、何よりも福島第一原子力発電所の事故収束、安定化に全力を尽くす所
存ですが、その後、中長期にわたって、例えば燃料の取り出し、廃炉等、俗称で石棺など

とよく言われますが、そういうようなこと、こういった課題をどうしていくかといった取

組みが 1つ あります。また、事故により被害を受けられた皆様方への補償についてもしつ
かり対応 してまいりたい。一方で、電気事業者としての安定供給をまた同時に果たしてい

かねばならないと考えております。

現在、当社の収益力は大幅に低下し、財務体質も大きく毀損 した状態であります。こう
した課題に取 り組んでいくためには、できる限り早期に自立的な資金調達等を回復し、事
業を健全化させないといけないと考えてお ります。こうした中で、グループ全体における
継続的な人材確保や、技術・技能の維持・継承も大きな経営上の課題と認識してお ります。
そのためにも少し時間がかかるかもしれませんけれども、前途に希望が持てる企業に再生
していきたいと強く感 じているところでございます。御審議のほどをよろしくどうぞお願
いいたします。

私からの説明は以上でございます。ありがとうございました。

○下河辺委員長 勝俣会長、ありがとうございました。一緒にお見えになられた方の方か
ら特に実務的なベースでもつて何か補足されるようなことはこの段階でございますか。よ
ろしいですか。

○東京電力 はい。
○下河辺委員長 わかりました。それでは、ただいま勝俣会長から御説明をいただいた内
容を含めまして、その他東京電力に対しまして委員の皆様からいろいろとさまざまな点に
ついての御質問がおありになるかと思いますので、御質問がおありの方、手を挙げていた



だければ御指名させていただきます。

―
、どうぞ。

○|||1 御説明ありがとうございました。幾つか質と門があるんですけれども、まず

第 1点は、資金繰 りについてでございます。今年度で社債の償還も 7,500億あって、賠償

の支払い等も紛争審査会の方で決められて増えている状況なんですけれども、そうは言つ

ても3月 末の連結ベースの現預金は 2兆 2,000億 円余 りあつたわけですので、今後月次で

見た場合、御社の中で今わかっているもので見た場合のキャッシュフ
ローで枯渇と言いま

すか、危険水準に来るのが大体何月ごろになるのかというのをまず第 1点で伺わせてくだ

さい。

2点 目は、先ほど汚染水の処理というのがすごく大事だというお話を承つたかと思うん

ですけれども、私も詳 しくわからないんですが、報道ではアメリカ社のところ
の除去装置

がうまくいかないということで少しまた時間がかかるとなつていたわけ
ですけれども、稼

動した時間がまだ 5時 Fnaし かないということで、もし仮にそこがうまくいかなか
つた場合

に代替案とかそれに関わるコス トについていかがお考えでしようかと
いうのが 2点 日です。

3点 目なんですけれども、資産売却の方で電気事業に関わりないところを
いろいろ売却

する御方針ということなんですけれども、その中で事業
の縮小だとか精算とかもするとい

うことをおつしやつたかと思うんですが、一般的にそう
いうことをした場合、また更なる

リス トラ費、従業員の方に対してどうするのかは何も触れられて
いなかつたんですけれど

も、一般的にはかかるような気がするんですが、資産売却
でキャッシュは得るんだけれど

も、また更にキャッシユアウトが発生する可能性もある
かと思いますので、そこについて

のお考えをお聞かせください。

最後、 4点 目なんですけれども、コス ト削減ということで 5,000億
の中身を御説明いた

だぃたかと思 うんですが、基本的には電気を安定的に供給する
こと以外のものについては

聖域なくということで、修繕費であるとか人件費とかと書
いてあつたんですけれども、も

う少し御社としての考え方と言いますか、守らなければ
いけないコス トというのが何で、

それは電気のこと以外の方で電気関連のことはもう御表明さ
れていますので、その他のと

ころでどうい う優先順位でコス トを下げられていて、どう
いう考え方でこういう経費肖J減

を決められたのか。

あとあえて言いますと、これでいつばいいつぱいな
のか、むしろこれも難しいけれども、

一生懸命やるという目標の数字なのか、その辺 りをお願
いいたします。

以上でございます。

○勝俣取締役会長 まず資金繰 りの件でございますが、期首で 2兆 2,000億持
つているわ

けですが、これが燃料費の支払いあるいは資金
の借 り換え等々を含めますと、通常ですと

||||ぐ らいが 3月 末になる。ただし、その中で今回
880億 と 380億 を債務として出し

たとぃうところに使われると、ある程度資産売却がな
いと厳 しいかなと。特にその中でも

言わば補償費がこれからどうなつていくか。国からと
い うか私 どもの保険であ ります

10



1,200億 円というのがありまして、これが今 1,000億 ぐらい出ているわけですけれども、

これもなるべく国の方から早く返していただきたいんですが、なかなかそこが進まないと

いうこともあるんですが、とにかくそういうことと、精神的被害というものを債務として

確定した.こ れは前半と後半とありますが、前半だけで 880億にはいかないんですが、い

ずれにせよ何 らかの格好で払つていかないと、被災者の方がもたないのであろうと。そこ

ら辺りをどうしていくかという問題があるわけです。

したがいまして、まずとりあえずキャッシュ化が割と早い有価証券等々で手当てすると

いうことも踏まえて今後の検討課題としていきたいと考えております。

汚染水の処理は、大体 20時間ぐらいは動いております。能力は 1,200tあ りますので、
まだ本格運転と称してはいないんですが、試運転ですが 1,000tぐ らいの処理ができており

ます。水の方で高レベルの汚染水で今、炉に注いでいるのが 400tぐ らいですから、今の

ところ少し一息ついているということで、ただ、止まる可能性というのもなきにしもあら

ずということもありますので、必要なタンク等々を用意してできる限り余裕の持てる状況

にするというのが基本方針であります。

あるいはグループ全体の中で人員を再整理 していくということで考えまして、これは非常

に状況によって難しいんですが、既に会社の清算に入って人が失業の状況になるというよ

うな会社もありますし、できれば会社ごと売りたいという子会社もありますし、そこはぃ

ろんなケースによって整理の仕方はある、こんなことで考えています。
コスト削減が毎年毎年という訳にはいかない。特に修結費というのがあるんですが、こ

れは例えば電柱等々の点検とか送電線の点検とか、そういうものは 3年 ぐらいは場合によ
つては何も見かけ上変化がなくても、あるときをもってしてどんと腐食が進んで悪くなる
とかということがありますので、そうしたことも踏まえつつ、修繕費はカットしていかざ
るを得ないと思っているんですが、これまでも柏崎刈羽で私ども原子力が停止しましたの
で、ある意味で非常に絞ってきたということもあって、これからの 1つの大きな悩みとい
うことになっております。

あとは例えばコマーシャルなどでも節電のコマーシャル以外全部やめたとかとぃうのは
ありますけれども、これは来年更に進化するというわけにもいかないものとか、そういう
ものが結構あるので、今後、来年以降どうしていくかとぃぅのは 1つの課題でありますが、

来安定供給を確保するといったとこ

ろで適正な費用というのは料金に反映されなければいけないということで今までずっとき
たのでありまして、それでこそ日本の電力の安定供給というのはここまでいい品質が保た
れてきた。

資産売却でありますが、人員のところが悩ましいところですが、例えば当社で早期退職

を募集 したときに退職金の割 り増 しなどというのはなかなかきつい話になってくるので、

しずつお願いしながら人員を減らしていく。



○下河辺委員長 |||■ 、お答えとしてはよろしいですか。

ollll はい。
○下河辺委員長 では、||||、 お願いします。

ollll 今もお答えが半分ぐらいあつたと思うんですけれども、修繕費とか設備投資

額、必要不可欠なものを除き削減するんだということで、 6割修繕費を削減し、また設備

投資を4割の水準だから6割落としたということですが、

続可能な落とし方であれば、このままの水準でずつと維持して
いけば劣化

することはないということになるんだと思うんですが、

一旦は非常にコス トが下がつて改善したかのように見えるけれども、実はそ
の間、何もや

るべきことが十分なされていないと、後になつてむしろリ
バウンドしたような形で大変高

い修繕費が必要になつたり、あるいは設備投資等もより高
い設備投資がなされないと現状

を維持できないというようなところになるケースが多
々あります。収支改善を性急にやろ

ぅとしたところはそういう傾向があるんですが、今回は非常
の際なので、ここは当面しば

らくはしようがないという方針でこの数字は出ているのではな
いかと思うんですが、どの

程度ならば持続的にやつていけるかというと、かなり数字
がそう肖1減することが難しいよ

うな状況にあるのではないかという気もするんですけれども、
その辺はどうなんでしよう

か。

○勝俣取締役会長 御指摘のとおりでして、今の毎年毎年 5,000億 なんていう
のはとても

とてもということだと思つておりますけれども、当面はグ
ループ全体で企業縮小等々も含

めてやつて、緊急事態だと思つておりますので、そうした方向
でいきます。

ただ、いつまでもといつたときには、必ずこれは安定供給
の方に響く。特に私どもが今、

若千懸念しておりますのは、供給力は今年は何と
か少し上回つてしのげる可能性があるん

ですが、仮に来年、需要の増があるような場合にも備
えて、今、火力発電所を建設してい

るもの、あるいは揚水発電所を建設しているも
の等々が竣工したりしてきますと、これな

りに償却なり費用がかかつてくるわけなので、こう
いつたところも含めて今年度だけでは

なくて、これもみんな原子力が止まつていることに影響
してくるんですが、そういつたと

ころを踏まえて厳しい問題になつている。

もう一つは、これは全国各社の問題ですが、定期検査
をした後の原子力発電所がスムー

ズに動けるかどうか。これは今、九州さんや関西さん
で先行 してありますけれども、■■

日本の各社がそういつたことに乗り出すと、同時に化石燃料
の争奪みたいなことにもな

る。今 LNGで も中国、インドが非常に出てきておりますけれども、そう
した方向という
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のはより厳 しくなるということ。この辺にもケアをしていかないといけないかなと考えて

おります。

○下河辺委員長 ■■||、 よろしいですか。
○|||■  もう一つ、5,000人削減となっていますね。これはピークに比べていくと、
近い年次から比べると 3万 8,000ぐ らいのところから 5,000に 減らすということですね。

例えば東京電力の社員の平均的な労働生産性みたいなものを見たときに、例えばほかの電

力会社と比べてみて一体どのような水準になるんでしょうか。

○勝俣取締役会長 これは需要密度の問題等々もありますけれども、 1人 当たりの販売電
力量というのは当社が一番高いです。これから各社さんもいろいろ努力をされるので一概

に言えませんが、例えば来年度の新入社員削減は中止いたしておりますし、これから先ほ

ど申したような方向で社内の人員を減らしていくつもりなので、販売電力量いかんにもよ

りますけれども、ある意味では一番高い。ただ、北海道さんみたいに非常に需要密度が低

いところがありますので、必ずしも No.1と 言えるかどうかというのは別問題です。

○|■|■ そぅですね。密度の高い需要のあるところは販売量で言えば生産性は高くな
るけれども、よそを並べたときに非常にゆとりのある人材配置になっているのか、需要の

疎密によって変わってくると思 うんです。 る程度同 じよ

うなレベルと見ていいのか、それとも東京電力は非常にゆとりがある方なのか、それとも

仕事がきつい方なのかというのはどうなのですか。

○勝俣取締役会長 私どもは 2年 ぐらい前まで 500人採用だったんです。500人採用を 8
年ぐらい続けたら後継者がいなくなってきて、現場の方が足りないという声が出てきたの

で、500人を 800人採用にして、1,loo人採用にして、それで 2年 目になるとい うことで
いたしてきたので、そんなに余ってはいない状況はたしかなんですけれども、ただ、多少

今後の課題となってお りますのは、今までオール電化等々の営業関係のセールスといいま

すか、販売で人を注ぎ込んできつつあったところなんですが、そこが今の供給力の関係か

らとても足りない状況で、セールスというのも厳 しいので、そこの人間を今後どうしてい

くか、どういうふ ぅに転用していくか、活用していくかという問題は 1つ大きな課題だと
思っております。

○下河辺委員長 ■|■|、 ょろしいですか。
○|■|■ はぃ。
○下河辺委員長 ■■■■、どぅぞ。
○■■■■ 勝俣さん、東電の皆さん、本当に御苦労様です。本日はありがとうございま
す。

資産売却についてはこれからデューデリで御協力いただくと思いますので、そこで調べ

ていただいたデータでぃろいろ判断をさせていただきたぃと思つておりますので、極力御
協力をお願いしたいということが 1っ です。

2つ 日ですが、投資費用の削減のところですけれども、今、ここではかなり大きく項目
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ごとに整理されて金額が出されているわけですが、これについて当面の東電さんのいろん

な賠償費用等を捻出するための施策の一環という視点もあろうかと思いますけれども、も

っと基本的に電力料金を決定する前提として、統括原価方式を決定する数値の意味をなし

ているわけです。

○勝俣取締役会長 供給計画という意味ですか。

○|||■  原価が幾らかということで料金が決まつてきますので、この原価を構成し
て

いる費用について、極力具体的に今後御提示いただきたい。

例えば人件費はこういう形だけではなくて、更に突つ込んで何がどうであると
いうこと

を定性的ではなくて、定額的に御提示いただくと助かるなということです。

なお、諸経費の中でシステム開発研究費、研修費というのは、先ほど■■■■
が言われ

たのと少し同質の問題があると思 うんですが、削ればいいというものではな
いということ

もありますので、強い東電をつくるという視点もこの委員会
の役割としてありますので、

この中身もどういうことでこれだけの費用を捻出するのか判断できるよう
な資料をいただ

きたいということです。

少し視点が違いますが、この投資費用が一時的な費用なのか、数年
にわたつて効果のあ

る費用なのか。これを整理していただければありがた
いなと思います。 1年限りなのか、

あるいは本質的にこれがコス トが下がつてくるのかということを、整
理いただくとありが

たいなと思います。

本日の御説明でなかつた、あるいは私が聞き落したとしたら
大変失礼なんですが、御社

の場合、非常に事業所も多くて、グループ会社も多くて、下請業者
も非常に多いですね。

そうしますと、そのマネジメント、ガ
バナンスを一体どうされているのか。これは皆さん

からごらんになられて現状のガバナンスにどういう問題点があ
つて、それでどういうふう

に解決していかれようとしているのか。それも併せ
て御提示いただければありがたいと思

います。

例えばガバナンスと言うといろいろ広過ぎるんです
が、焦点として私が聞きたいのは東

電の中の意思決定システム、これは子会社も含めて連結
ベースでの意思決定システムがど

ういうことになつているのか。あるいは社内の情報、
これはいい情報も悪い情報もどうい

う形で トップの方ヘスムーズに流れていて、それが トッ
プからどのような形でスピー ドを

持つて指示されているのかということです。

これは私は事実でないことを願つておりますけれども、東電
さんの情報が社外に出ると

きに遅いとか、人によつては隠
ぺいしているとか、そういう批判がありますので、そう

い

うことについて東電さんとして社会に発表するときに
どのようなお考え、あるいは組織で

発表されているのか。もしそこに問題があるとすれ
ばどう改善されようとしているのか、

その他ガバナンスについては広くありますが、そう
いうことを中心とした東電さんのガ

バ

ナンスについての改善のお考えをお聞きしたい。

以上、本日でなくて結構ですが。
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○勝俣取締役会長 とりあえず情報と関連事業のマネジメン トについて、また詳 しくは別
途ということで、関連事業は関連事業本部というところがありまして、そこで全体それぞ

れの企業を統括している。これは例えば春、秋その他必要に応 じて店所長会議というもの

をやるときには、グループ企業の社長もみんな全員出席して情報の共有化を図る。したが

いまして、毎年度の経営計画というのは東京電力だけということではなくて、グループ全

体の経営計画になつているという格好になっております。それぞれに担当役員といいます

か、ヒアリング等々もそれぞれして、そうした中で例えば利益目標とか、どこでコス トダ

ウンをするかとか、そ ういう項目で目標を立ててもらつて、その結果を見て年度の表彰を

するとか、そういつた仕組みを入れております。

そうしたことで一体感を持つてやれるような仕組みで、実際の仕事の方の管理というの

は 、 力部門と原子力部門で言つてみればコン トロールしているけ

れども、全体の会社 としてのものは関連事業部で支えているという格好になっております。

まだ足らないところいろいろあるかと思いますが、情報の方はよく隠ぺいだ何だと言わ

れますけれども、全くありません。情報も結構早いと思っております。これはいろんな意

味合いにおいて、例えば今はメールなんかもイン トラネットで自由に入 りますし、使えま

すし、そうしたことができますし、発表においては広報部の方で一括全部扱っております

けれども、それを出す出さないに当たっては関係者のところで議論があるので、もしある

とすればそこにあるのかもしれませんけれども、例えば原子力部門というのは今いろいろ

言われていますが、全くないです。

今回の事故でも隠している情報というのは全くないです。ただ言えることは、今回の場

合には 3週間か 4週間、正直言つて毎日が危機でした。非常に発電所そのものが高線量で
あつたために、中央操作室等々にも入れなかった。だからデータもとれなかったというこ

とというのは多々ありました。したがって、後から出して言つたとか、そういぅことがい

ろいろあるので遅れているのではないかとか、何とかという話がいっばい出ていますけれ

ども、現実的には隠す意図というのは全くないです。

今は統合本部対策室というところで、私ども本店で言つてみれば官邸 と我々が一緒にな
つて、発電所をつないだところで朝晩会議というか、今日はこういうことがあって、何が

あったということをしておりますが、本部長は菅総理なんですけれども、

江田さんが副本部長で、東京電力 としては私が副本部長で、事務局長 とし

て細野補佐官と、私どもの西沢という常務がやっておりまして、あと関係各部、発電所が

出て、そこでどんな トラブルがあった、どんな事故があったというょぅなこともいろいろ

戦略的に出しているかどうかと言われると、私も非常に広報は必ずしも芳しくないなと思
つているんですが、原子力を含めて出し元の方も隠していることは全くないということは

断言できます。

○|||| ちょっと補足させていただきます。実は何でこんな話を伺ったかと言うと、
今の情報のところで、
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の組織に乗つか

ってこない情報というのはいっばいあるんです。

電さんは非常にマンモス企業さんなので、|||そ の辺の御注意

はされた方がいいのかなという意味で申し上げました。

○勝俣取締役会長 我が社も同じような組織を持つておりまして、企業倫理委員会みたい

なセクハラ、パワハラからその他もろもろ、いろいろなものもうち
の社外の弁護士さんの

ところに持つて行きますし、社内のところに匿名でもできるような仕組みを
持つておりま

す。そこで社外の先生を入れた委員会がございまして、出てきた問題も、
事務局がその前

に一応の処理をするんですが、その結果についてどうであつたかとか、そう
いつたことを

議論する委員会も持つておりまして、毎月 30～ 40件出てくる。

うい う話 もいろいろ出てきていて、その仕組みは私

どもは平成 14年のときにつくりまして、まだ機能 していると考えて
います。

○下河辺委員長 ■■■■、どうぞ。

ollll 大半コメントで質問ではないんですが、まず 1点 日です。31ページの最後
の

6点に関しては、恐らく私たちもこの思いを共有していると思つています。前途
に希望が

持てるような企業に再生していただきたい。そのため
のお手伝いをしたいという思いでお

りますので、この点は途中経過だとか手法の違いという
のが仮に出てくるのかもしれない

ですが、思いは共有しているという点は是非御理解くださ
い。

2点 日です。24ページを見てください。冒頭に中長期的視点からとありますが、
この点

はまさに本当に重要な点で、短期の点も勿論重要なのはそうな
のですが、資産売却という

観点からも費用削減という観点からも、中長期的に見て経営体質
を改善し、コス トを削減

することが最も重要なことだと思つており、これは全体を通
じてこういう姿勢でおられる

のだと理解しております。

次に、同じページを見ていただきたいのですが、中長期的視点
から売却資産を洗い出し

とあるところに関しては、一応何の限定もついていない。
つまり、電気事業の遂行に影響
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を生じる生じないというようなこと、必要不可欠ということは書いていない。その次のと

ころでは電気事業の遂行に影響を生じない資産についてはと立てられているので、私の解

釈は、ここの文章は電気事業の遂行に直接影響を与えないような資産は、例外は勿論ある

んでしょうが、原則として売却していく。そうでない資産についても、これは売却 したら

安定供給に支障が出るというようなものは勿論売却しないわけだけれども、上に書いてあ

る十分の検討の上というのは、あらゆるものを聖域なしに検討する。

例えば発電所 1基売ったからと言つて、これで安定供給に支障をいきなり来たすことは

決してないと思いますので、現実に今、東京電力さんも IPPと いう形で電力を購入してお

られるわけですから、そういう意味で必ず売却するということを前提とするわけではない

けれども、中長期的な視点から検討していくことを書いておられるのだと理解しておりま

す。間違っていたら御指摘ください。

次に、すべての方が言われた費用のことですが、25ページをごらんください。5,000億

円以上を削減と言つて、先ほどの意見で少 し誤解があったのではないかと思つたのですけ

れども、今年度をベースにして 5,000億円減らした。来年度以降も更に 5,000億減らした

ところから、また 5,000億 、5,000億 という減らし方が可能なのかということを恐らく聞
いたのではなく、この 5,000億減つたというベースが持続可能なものなのかどうかという
のを知りたい。性質の違 うものがあるとするならば、それも今後何らかの形で明らかにし

ていただきたい。

例えば修繕費用というのは 1年間は先送りしたけれども、来年度からは結局同じだけか
かるので、元の水準に戻つてしまいますという話をしているのか、あるいは今年度緊急に

繰り延べたけれども、繰 り延べた部分を含めて来年度もや ります。来年度は来年度で必要
な分やりますと言つたら、今年度減った分、来年度は丸々上乗せされてしまうというだけ
で費用が置き変えになっただけなのか、あるいは同じような物量は維持していくのだけれ

ども、調達価格だとかコス トなど単位当たりのコス トを削減する努力をしていって、これ
で削減していくのか。最後のものだと恐らく長期的にもずっと効果が持続するようなもの

だと思うのですが、どういぅ類のものなのかということがもう少しわかるように今後出て

くると、大変助かります。

やはり安定供給が最も重要なことなので、ある種、物流単位で修繕費を減らすことより

は、単価を何とか削減 していって、ょり効率的に同じ効果を得られるようなことを長期的
に考えていただきたぃとぃぅのが一番の思いだと思いますので、そうぃう類の種類の違い

というのがより見えるようになると、私たちもわかるようになります。

しつこいようですが、研究開発についてもシステムの開発にしてもそうだと思 うんです

けれども、長期的に合理的な行動ということが見えるようにしていただけると、すごく助
かります。

まず先ほど長期的に火力発電所の投資だとかといぅのが必要になってきます

17



ということをおつしゃつたのですが、それは確かにそのとお りだと思 うのですけれども、

安定供給のために必要な火力発電所というのは、御社以外にもできる事業者というのは当

然あるわけでして、御社がやることの方が効率的だというときにそれを行い、そ うでない

場合には積極的に外部に任せていくという視点が中長期にはあつてもよいのではないか。

緊急避難というところではそんなこと言つていられないんだと思いますが、そう
いうこと

も長期的には是非考えていただきたいと思つています。

1人当たりの電力販売量で見ると、東京電力さんのパフォーマンスが今まで非常によか

ったというのは確かに誇るべきことだと思うんですが、 1人 当たりの電力販売量というの

は本体にどれだけ人を抱え、外にどれだけ人がいるのかとい うことにも大きく依存
してく

るので、 えば lkW/h当 た りの何々のコス トとい うことに

注目しています。

公開されたデータから言うと、東京電力さんの例えば流通費用、送配電
のコス トなどと

いうものは、ほかの会社に比べて極端に低いと私たちは必ず しも認識
しておりません。例

えば修繕費について見ると、ここ数年は先ほど御指摘になったような
理由でむしろ低いこ

とはわかつているのですが、それにもかかわらず、購入電力費だとか流通経費
というのは、

ほかの電力会社さんに比べても、必ずしも低くないのではないかと
いう問題意識は持つて

おります。

更にほかの電力会社さんに追いつくというレ
ベルでいいのかというよりも、更に進んだ

ところを目指していただきたいと思つていますので、 1人当たりだけではなく
て、ほかに

ついても是非注目していただきたい。

最後の点は完全に脱線 して、この委員会の委員とし
ての発言ではないのかもしれないの

ですが、先ほどの料金の引き上げについてです。

まず第一に、販売電力量日本全体で言えば 6割が自由化されている市場
ということで、

基本的には自由に価格をつけられる。勿論、全く自由に
つけられるわけではないというの

は十分承知しておりますが、基本的には自由に
つけられるところであつて、ある種の料金

引き上げというのに規制のプロセスが入つてくる
のは、 4割の規制分野だと理解 しており

ます。

この規制分野の引き上げというのは、料金の規制が入
つているというのは、反面では独

占していることの裏返 しとして料金が規制されて
いるのだと私は理解 しておりまして、値

上げのときには一定のハー ドルがあるというのは、言わば独占
というものの裏返 しだと私

は思つています。

料金を仮に値上げされるということがあつたとし
ても、一定の消費者の理解が必要にな

ってくるのだろうと思うのですが、その理解の助けになる
ような役割をこの委員会で果た

せればなと。十分なリス トラというのがされて、これ以
上は料金を値上げしないとどうし

ようもないですというようなことを、アピールして
いくことの助けになれればいいなと思

っております。
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よけいなことを言い過ぎましたが、以上です。

○下河辺委員長 ありがとうございます。
○勝俣取締役会長 貴重な御意見をありがとうございました。私は 1人 当たりの販売電力
量は誇っているわけではなくて、先ほど言いましたように北海道産みたいなところもある

と。同様に流通費用もそれぞれ地域によって違 うというのは、例えば東京電力の場合には

地中化率は送電線は世界一、配電線の地中化率も9社間では一番高い。そういつたそれぞ

れの特徴があって、それによってコス トが決まっているということなので、まさに先生の

おっしゃった kW当 たりのコス トを見て、それが一体どういう要因によるかとい うところ
が一番大切な問題と理解しております。

また、料金の話はおっしゃるとおりなんですが、自由化部門というのは、それでは自由

だから値上げをそれぞれのお客さんが認めてくれるかといったら、なかなかそうはいかな

いので、やはり全体の値上げということがあって、初めて交渉の座に付いていただけると

いうのが今の現状です。そんなことで、なかなか自由化部門だから勝手にやっていいだろ

うというわけにはいかないというのが正直、それでは、電気を止めるぞなんていうことも

決して、独占企業体として言える話ではないと。

それから、発電部門での話はおっしゃるとおりで、これも私どもは絶えず柏崎でも需給
ピンチで、平成 2年のときには需要が増大してピンチとかありますので、自家発とか IPP
といつた格好は非常に活用していまして、今回の場合でも例えば     とか

―
■■の大きな IPPと いうようなことのお願いとか、言つてみれば常用手段になっていると、
こんなことで考えてお ります。

○下河辺委員長 ありがとうございます。
副長官、どうぞ。

○仙谷内閣官房副長官 今日はお忙しいところを恐縮でございます。私も企業会計をそれ
ほどわかってぃる方ではないと自覚しておるんですが、 4ページの災害特別損失でありま
すが、これはいわゅる発生主義との関係で、 3月 31日 までに発生したものをここにこう
いうふうに記載をされておるということなのか。多分交互、飛散防止等の安全性の確保に

要するという項目で将来的な分まで、つまり今年の 4月 1日 以降の分まで全部予測として

発生した債務として書かれておるのか。各項目にわたってそ ぅぃぅことが、発生主義とい

うのはややこしくて、そぅいうことになるので、そこをまずお教えをいただきたい。
と言いますのは、先ほどおっしゃった中に、準の理解ではここ書かれているものは廃炉
とか、会長がおっしゃった使用済み燃料棒の処理に要する費用が多分将来的にも必要にな
つてくるんでしょうけれども、どうもそこのところまではまだカウン トされていないので

はないかと。

それから、被災された方々、あるいは避難されている方々の損害あるいは補償というも
のについては、これはもう全くこれからの話だからということで、災害特別損失なのか、
何らかの損失に平成 23年 3月 末期には計上していないということなのか。
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これは大抵の会社は平成 23年度の経営見通しを併せて発表するわけでありますが、そ

れは今年度の損失、特に災害に関係する損失として、どういうものを項目あるいは金額と

してなさろうとしているのか。それもまだ予測しがたいものが相当程度あるんだろうとい

うことならば、そこのところも御教授をいただきたいと思います。

もう一つ、これはいい悪いは全然別ですが、先ほどの人件費の話、あるいは 1人当たり

の発電電力の金額といいましょうか、コス トの話も出ていました。そういう計算をする場

合に、本社の正社員の数で労働生産性なり人件費の工程なりをカウン トされて
いるのか。

それとも関連会社の電力生産販売に関する関連会社で、働いている方々の分は多分委託費

とか何とかということで会計上は乗つてきているのではないかと思いますが、委託費等
々

の中の労働賃金部門みたいな人件費部門みたいなことがカウン トされて
いるのかどうなの

か。これは本当にいい悪いは別なんですが、東電さんと言わず、電力さんを見
ていると、

非常に合理的な関連会社、関電工から始まるとか、四国電力を見れば四電
工、エンジニア

リングから始まる周辺の労働をされている方々は大変多くて、その総合力で今
の電力生産

が成り立つていると理解しておるものですから、お伺いをして
いるわけでございます。

この 43,000人 体制から 38,000人 体制になつたんだというこの数と 29ページに出てく

る 5,000人 というのは、どういう関係になるのかなと感 じたものですから、
かかればそこ

も御教授をいただけたらと思います。

もう一点、も余り大きな記事ではないですけれども、今日
の新聞上でも出ておりまして

いたのは、通常の図式ですと損害賠償、補償を請求する方
々は東京電力と直接交渉をして、

そこで話し合いを付けてもらいなさいねと。基準だけは国が
つくりますというや り方で、

御不満なことはどうぞ裁判所でやらてくださいと。

この 2つ しか今まで方式がないわけでありますが、多分今回の場合の少なくとも被害
を

訴えれる方々の企業も含めて、これは数としては相当生易
しいものではないのではないか

という予感を持つているものですから、とりあえずは紛争審査会
の下に、これは官製 ADR

みたいなものをつくつて、とりあえずそこで準裁判所的な調停裁判所
的なことはできない

だろうか。それは事務局をどう構成するのか、その費用をどうする
のかというのも問題が

あるわけですが、これは政府の責任としてやれということで、
ようやくこれは動き出して

おります。

ずヽれにしましても、どちらから見ても大変なオーダ
ーというか、

規模の話だと思いますので、これは国の方にも政府
の責任を逃げることなく対応するよう

に、できるだけのことを私ども国は国の立場としてや
つていくということでございますの

で、このデータ関係等々については、是非忌憚のな
いデータをお出しいただければと思っ

ております。
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とりあえず以上です。

○勝俣取締役会長 まず、この特別損失ですけれども、決算時点で一応見通しし得るもの

ということで、正直言ってそんなに確実に全部積み上げたとか、そう
いう数字ではありま

せん。そこで例えば 4,262+380と いうのは最初の冷却等で必要と出ておりますが、当面

の復 1日 費プラス中長期課題 として 2,500億が 4,262の 中に入つております。
これは言つて

みれば燃料取出しみたいなものをどうするかとか、これはある程度
スリーマイル島の事故

等々を参考にしながら、そういうもので入つております。

ただ、本当にこれだけで済むのかどうか、あるいは新しい課題がまだある
のではないか

と言われると、これはまた大変難 しい問題なので、その時点でというか、今までにできる

限りのところで見積もつて入れてある

正社員なのか関連企業なのかは、御指摘のとおりであります。その意味でこの問題はカ

ウント比較というものが非常に難しくて、そこまで踏み込んだ分析というのは、例えば各

社別でとか、そういうことができない領域の問題であります。

5,000人 の件は全然Bllで ありまして、43,O00人が 38,000人になったというのは人が減

ったという話で、29ページの 5,000人はこれから今、言つた福島対応、つまり避難所等々

へ今は大体 5人 くらいずつ出しています。そこで例えばいろいろな物資が届いたときの運

搬とか、お年寄りの面倒とか、あるいは行政自治体がまだ余 り機能しないので、そこのお

手伝いとか、そんなようなことが一つの役割。

一つはこれから補償の問題で、これは恐らく 40～ 50万件とかかなりの数になつてくる

ようなことになつたときに、言つてみれば人海戦術で、一気に人が来たり、相談ができた

りする。そういつたことも一つ。

今でもかなりのところをやつているんですが、帰宅の際のモニタリングみたいなものと

いったところへ、これから場合によつては一軒一軒のモニタリングみたいなものも必要に

なつてくる。そういつたところは、今はモ■タリングは文科省さんが主体なんですが、こ

れは我々も電力の応援人 300名 もその中に入つて、いろいろなデータを取つているという

のが現状です。

例えば今、一時帰宅がありますが、これはほとんどがうちの人たちが出て、いろいろな

お世話をしています。そういつたことで、今 5,000人 いるかどうかというのは、■■■■

務局ではそのくらいないと足りないと。特に補

償などをやつていくと、途中でローテーションをしつかり組まないと

ころでありますので、そうした

対応ができない。

常に厳しいお話もいただくような中で

ことも踏まえて、このくらいは用意し

やっているというと

ておかないと十分な
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したがいまして、それにも増して法案をいかに早く通 していただくかというのが、補償

を促進する一つの大きな決め手と考えておりますので、よろしくお願いどうぞ。

○下河辺委員長 どうぞ。
○|||1 今の人件費のところですが、まずこの 29ページの 5,000人 は人件費が減ら

ないわけですね。

○勝俣取締役会長 そこがまた難しいところで、社員の場合にはまさにその中で参加コス

トになつている。それと関連企業の場合には、ある程度の委託費みたいなものを払 うと
い

うことになりますから、やはり費用は出ていくということになります。

ollll そういうことで、人件費の削減の実施を今後検討すると。年内に詳細の検討

を発表するという表示になつていますね。まさにここが問題だと思います。そ
のときに正

社員の分と関係会社の分、あるいは協力業者の分ですね。これは請負費にな
つております

から、そうい うものも含めて、わかるような御説明をいただければありがた
いと思つてお

ります。

○下河辺委員長

で一応区切 りということで。

oll■ 1 先ほど■||■ からお話に絡むなんですが、電力事業
の形は一体どうあるベ

きかという議論に直接結び付くのが、電力事業に不可欠なも
のを除き実施するという部分

なので、そのときに電力の発電はよそから買つてもいいんだから、
それも含めて売るもの

を決めたらいいのではないかというような視点もあると問
こえたんですけれども、

私としては、今ここで緊急の事態の中で議論をするとすれば、現在
ある事業のフレームを

前提として、電気事業の持続的な安定的な電力供給に必要なも
のを判断していくとしない

と、座標軸が動いてしまいますと、話がぐるぐる回り
してしまうと思います。

電力の場合 地域独占という形の中で トータルとし

てのシステムをインテグレー トしたオプテイ
マイゼーシヨンをやらせることの方がいいと

いう決断で今 日まで来たと思いますが、それは大筋に見
て間違えていないのではないかと。

部分最適を互恵したものというのは、 トータルとしての最適 とは違つたも
のになつてしま

います。

よろしいですか。時間が超過 してお りますので、||■ ■からのお尋ね
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々しく座標軸そのものを変

えるということは、少なくとも非常の事態においては考えない方がいいのではないかと思

います。

料金の話も一体どこまでをその原価として見るかということですが、

日常の経費は監督官庁のルールに従つてやるんで

すけれども、非日常的なものが付け加わったときに、それを経費要素に入れるか入れない

かを日常のものとごっちゃにして議論したのでは、これは何もかもめちゃくちゃになって

しまいますので、非日常は非日常として、非常のものとして切り離して考えるんだとしな

いと、総括原価の中にそれも入れ、かつ経費をいかに節減するか、資産をいかに売却する

かということも併せて団子にして物事を扱 うと、これは極めて不適切なる答えの方に全体

が動いていってしまうのではないかという印象を受けました。

○勝俣取締役会長 私は誤解を与えてしまったのかもしれませんけれども、システムとし
て発送電分離論が最近まだ出てきていますけれども、それがいいと言つているわけでは決

してありませんで、私自身は安定供給というか、非常に日本の場合は設備形成をすること

が非常に厳 しい国になっているので、その中だと安定供給、供給責任を守るのは一体化し

ていた方がいいということで私は考えています。ただ、議論はいろいろオープンにあって

しかるべしだと思っておりますが、言つてみれば多面的な角度から議論をしていただけれ

ばということでございます。そんなことで考えてお ります。

O仙谷内管官房副長官 さっきの 4ページですが、 1項 目めは理解 しました。
2項 目めは、企業会計上、資産で計上されている簿価を全部ばっさり、 1-4号 機の部
分についてはやってしまったといぅことなのか。同様に、先ほどおっしゃった中長期的見
込みといいますか、課題の見込みとして入れてある分と、どうも、例えば建設仮勘定をば
つさりやったというのは、ここから先、せっかく資産として計上した勘定も、ここから先、

見通しがないから落としておけ、多分、こんな感 じではないかという理解をしたんですけ

れども、その見込みの部分が書かれている部分と、そうではない部分はありますか。
○勝俣取締役会長 見込みといいますか、最初の 4,262億 円を、ある意味で見積もつたと
いうことです。

2番 目の 1-4号 機の廃上というのは、例えばこれまでの 1-4号機の減価償却分を減
損処理した。それから、発電施設の解体費用の引き当てというのがあるんですが、これが

未引き当ての分がやはり||1円 ぐらいあって、それも、廃炉にするわけですから、言つ
てみれば減損費用として出している。

それから、中に入っている燃料がもう使えませんものですから、そこの価値というもの

を、言つてみれば、やはりここで減損処理 した。これはどちらかというと、帳簿上の話と
いつたものがここに多く出ているということであります。
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それから、 7・ 8号機の増設計画の中止に伴 うものがありますが、これはおつしやつた

とおりに、 7・ 8号機も、今、とても増設ができる状況にないという判断の下に、これま

でかかつてきた費用を落としたということであります。

○仙谷内管官房副長官 それでは、火力発電所の復旧というのは、例えばお金の出し入れ

は、この 4月 以降も出てくるものについても、多分、そうい う費用が発生してくるであろ

うという分をここへ計上したということですね。

○勝俣取締役会長 そういうことです。したがつて、これからの損失にはならないんです

が、お金は出ていくということなんです。

○下河辺委員長 是非、今日、この場で更にお尋ねになりたいということがなければ、予

定した時間も大分過ぎましたので、委員の方からの質問はこの程度にさせていただきた
い

と思います。

東電さんは、来週の火曜日、定時の株主総会を開催されるということで、ま
た、その場

では新たに新社長の人事を含めて新役員も提案されているということで、新し
い会長、新

社長体制になつて、総会後の役員会等で、また新たな東電として
の執行体制の下で、端的

に言えば、どういつた新生東電の在り方を確立した、そして、大分不信
の念をまだ抱いて

いるであろう一般の需要家の方、国民の皆様に対して、新たな東電として
のありようを発

信されるということになつていくかと思います。

その新たな体制になられた段階で、また当委員会としても、それなり
の調査を進めた時

点になるかと思いますが、また、このような機会を持ちまして、委員
の方からも御質問が

出ました、企業、これだけの大変な事態に立ち行つて
いる東電を、ある意味では、きつち

りと国民の信頼を新たにかち取りつつ、再生をしていくために、
必要な企業のガバナンス

の見直しという点が、どのような形で着実に進み
つつあるのかという点についてのヒアリ

ングをさせていただくことになるのかなと、委員長の個人的な今日
の見解としては思つて

おりますので、そのようなことになりましたときには、また改
めて、勝俣会長、それから、

新しく社長になられた役員の方を含めて、御協力をお願
いいたしたいと思つてお ります。

今日は本当に長時間、勝俣会長、ありがとうござ
いました。御苦労様でございました。

(東京電力関係者退室 )

○下河辺委員長 それでは、事務局長、よろしいですね。

続いて、本日の委員会の議事の 2つ 日、第 1回のときにも御審議を
いただきまして、今

・

日に継続いたしました、党委員会が達成す
べき目標と調査の基本的な範囲について、お諮

りいたします。

西山事務局長から、前回からの修正点が盛られた資料 2が配付にな
つておりますので、

その内容について御説明をお願いいたしまう。

○西山事務局長 それでは、お手元に資料 2と してお配 りしているものでございます。
こ

れも何度か御議論いただいているところでございます
ので、今日は御決定いただいて、で

きれば公表したいと思つておりますが、前回からの主要な修
正点は 2点でございます。
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まず 「1.委員会として達成すべき目標」の冒頭に、簡単に言いますれば、賠償という

ものをどういうふ うに盛り込むかということが、前回、御議論がございました。これはも

ともと、ここに引いております 5月 24日 の閣議決定の中で、当然のことでございますけ

れども、大前提として、政府として原子力損害の賠償に関する法律の枠組みの下で東京電

力に支援を行 うということがもともと入つておりますので、そのとお り、ここに盛 り込ま

せていただいております。つまり、閣議決定の文章を繰 り返 しているという意味でござい

ます。

もう一点、 2ページロに移らせていただきまして、⑤のおしまいの方でございますけれ

ども、これから経営・財務調査を実施するに当たりまして、外部の専門家も使わせていた

だくわけでございますが、あくまでタスクフォース、あるいは事務局の統括 。指揮の下で

しつかりやれという御叱責・御意見をちょうだいしましたので、その旨、書かせていただ

いております。

基本的には、その 2点を書かせていただきまして、もう一点、これは前回御説明したと

思いますけれども、もともと別紙というものが例として付いてお りましたが、それはあく

まで例示ということでございますので、公表する資料からは外させていただいてぉります。

以上が修正点でございます。

以上です。

○下河辺委員長 ありがとうございました。
委員の方から御質問、もしくは御意見等は特にございますでしょうか。

よろしゅうございますか。

(「はい」と声あり)

○下河辺委員長 それでは、委員の皆様から特に意見もございませんので、今日の第 2回
の委員会で、資料 2の とおり決定とさせてぃただきます。

事務局長からもお話がありましたとおり、今 日の委員会終了後に、委員長の私が記者の

皆様に、この資料を配付して、公表するということにいたします。

続きまして、議事の 3、 その他、東京電力に関する経営・財務調査委員会に関連いたし

ます当面の予定について、事務局長の方から御説明をいただきたいと思います。

○西山事務局長 当面の予定でござぃますが、この資料 3に書いてあるとおりでございま
すけれども、本日、第 2回の委員会を開催させていただきまして、今後、予算措置を確保
しながら、あくまで私どもタスクフォースめ手足として働いていただきますデューディリ
ジェンス業者を選定することになるわけです。これは国が選ぶことになりますので、当然、
一定の、透明な手続の下で行 う必要がございますので、逆に言えば、一定の時間がかかる

ということもございまして、手続そのものを早く始めませんと作業ができないものですか

ら、可及的速やかに始めさせていただぃて、 7月 の中ごろには、私どもの統括・指揮の下
に調査を始める体制を整えたいとぃうふ ぅになっております。

また、いろんな意味で、勿論、このことに関わりませんけれども、この委員会の活動に
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ついては非常に注目度が高いということもございますので、通常ですと、事務局の中で評

価委員会を形成いたしまして、業者選定をさせていただくわけでございますが、特に委員

会を代表して下河辺委員長にも、お手数をおかけいたしますが、一応、評価委員会にお入

りいただいて、業者の選定に公平を期したいと思つております。

その上で、委員会といたしましては、委員会そのもの、つまり、開催を公開する委員会

といたしましては、本格的な調査が始まりますころ、 7月 中旬ごろに開催させていただき

たいと思つておりますが、それとは別に、今 日もいろいろ御議論がございましたけれども、

もともと、電気事業というものはどういう性格を持っていて、今まで、そもそも、足元で

制度がどうなつておつて、料金制度はどうなつておつてということを、恐らく大前提と
し

て共有していただいた上で、もう少し、何をするかというのをやつていただ
いた方が議論

がうまく回ると思います

ですので、資料 3は公表するものですから、ここには記載 しておりませんけれども、
こ

の間、つまり7月 中下旬と書いております第 3回委員会までの間に、一種の勉強会と
いう

形で、この電気事業の制度、あるいは料金制度を担当している省庁
の人間にも来ていただ

いて、是非、委員の方と御議論させていただく機会をつくりたいと思
つております。

以上でございます。

○下河辺委員長 ありがとうございました。

今日以降のスケジュール並びに委員会としての勉強会の開催に
ついて、西山事務局長の

方から提案を兼ねて御説明がございましたけれども、内容に
ついて、よろしゆうございま

すか。

どうぞ。

o■||■  先ほど、勝俣会長からの御説明の中にもあつて、少
し気になつたので、コメ

ントしたいと思うんです。

これは要するに、東電さんは東電さんで資産売却の進め方は自分
でつくつていて、それ

で進めていかれるわけですね。その中身を見てみますと、非常に単純
に言いますと、発送

電事業、つまり電気事業として必要なものは残しましょう、それ以
外のものはできるだけ

高く売っていきましょうということでできていると思う
んですが、他方、例えば見てみま

すと、東電さんの資料などにも、28ページで、国内成長事業撤退、海外事業
大幅縮小。要

するに、こういうところは既に、ある程度、価値がある
ので、高く売れるということで、

それはそれでいいと思うんですけれども、非常に中長期的に東京
電力の資産価値をサステ

イナブルに維持、いわゆる向上させるという観点からすれば、
これは結構、懇談会で売る

かどうかというのは議論になるところだと思うんです。

そういう意味で、中身もさることながら、こういう売却
の順番とか、スケジユールとか、

ロー ドマップとかについても、やはりきちつと委員会の方で御議論
いただいた方がいいの

ではないかと思うんです。要するに、売りやすいものからできるだけ高
く売るというのを

やつていくと、結果的に東電全体の資産価値というのは、今後、
どういう企業として中長
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期的にやつていくのか。

それで、一番最後の 31ページの「前途に希望がもてる企業」というのは、抽象的で、
いい言葉でありますけれども、それは具体的に何を意味するのかというのが本当は本質的

な問題だろうと思いますので、そこはやはり、きちんと、この委員会で御議論いただくに

ふさわしい話なのではないか。例えば、日本ユーラスの話などが出ていましたけれども、

あれは最終的にどうするのか、いま一つよくわからなかったと思うんですよ。

そういう観点から言つて、余り発送電部分とか、その議論をすると発散してしまいます

ので、そういう東電さんが考えていて、割と手早く売つてしまおうとしているものに対し

て、むしろ、本当にそれでいいのかということをきちんと言 うという過程も、是非、この

委員会で御議論いただくといいのかなと思います。

○仙谷内管官房副長官 ■■■■のそういう切 り日の勉強をした方がいいのではないか。
それで、今、たまたま、ある人が、こんなものがあるぞと言 うので、『平成 22年度 数
表でみる東京電力』というものを手に入れましたといいますか、どこにも転がっているん

でしょうけれども、我々の目には、つい最近、これが手に入ったわけですが、これを用意

して、委員の先生方にひとつ、これをあれ して、更に今、|||■ がおっしゃったょぅな
点も、大体、ざっと、どぅぃぅ広がりの中でやっているのか、それから、エネルギー関連

の成長部門とか、あるいは成長させる部門とか、そういうものが国内的に、海外の中でも

東電さんがお持ちなのか、どうなのか。それで、これはこれから金の卵になるのかどうな

のかみたいな観点も含めて、だれかにこれもあらあら解説 してもらうような話もあつても
いいのではないかという感 じがしておるんです。

ですから、そういう観点で、総体として、大体、東電を全体として把握できれば、ほか
の 9電力は全部わかりますよ。そのミニ版だと思えばいいわけでしょぅ。ですから、そう
いう観点からの勉強を我々の方にさせてもらいたいという感 じもいたします。

○|■■■  あと一点、これは全く逆のことなんですが、東電は結局、電力のリーダーと
して存在していて、逆にほかのところとの関係で言いますと、多く負担している部分もあ

るんです。典型的なのはバックェンドの分、再処理の分だと思 うんです。これは非常に金

額が大きいんです。これを本当に今までどおり、東京電力が電力のリーダーとして負担し
ていくというのが本当に可能なのかどうかもあると思いますので、是非、それも併せて御
議論いただければと思います。

○下河辺委員長 どうぞ。
○|■■■ ■■|■?御発言を聞いて、深刻な誤解があるのではないかと思つたんです
が、それはどういうことかとぃいますと、後で勉強会で制度 とかの解説があればおわかり
いただけると思うんですが、まず IPPを使 うとか、他社の調達を使 うとかというのは、現
在の垂直一貫型の制度の下にあるものだけを言及 していたつもりです。

ですから、発送電の分離がいいとか悪いとかとぃうことと全く無関係に言つた、つまり、
私はどちらを支持するなどということはまだ言いませんが、いずれにせよ、今の制度でも
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安定供給のために他社から電力を買つているということは幾らでもあるわけでして、です

から、その話等は本質的に関係ないレベルのことで言いましたので、勝俣会長は間違いな

くわかっておられるんだろうとは思います。

ですから、その点の議論ではなかつたけれども、しかし、その点の議論でないというの

がむしろ重要なことで、発送電分離などというような大仰なことを言わなければそこに手

が付かないかということではないのだということを、一応、認識していただきたい。

全部の発電所を売却するとかと言えば、まさに発送電になつてしまいますね。

ollll そこまで行かないけれども、量的にどういうようなミックスにするかという

話の中では、本質的に似たような話が出てくるのかなという気がします。

ol■|■ これからつくる発電所も、本当に東電自前でやるのがいいのかとかという
の

○仙谷内管官房副長官 それは後でやりましょう。

ollll いつかの機会があつたら、お話しできればと思います。

○下河辺委員長 どうぞ。

ollll 先ほどの||||の 御意見の資産売却については、私も前から、顔合わ
せの

ときも申し上げたように、同じ意見を持つていまして、やはり心配な
のは、既に売却が始

まつていたりして、それは売りやすいものからなので余り、もしかした
ら取捨選択する部

分において議論にならないところかもしれませんけれども、
心配していますのは、次の 3

回目の委員会が 7月 の中旬ですね。そうなると、結構、時間も空
いているわけですね。そ

の間に、東電さんがどういうような御行動に出られる
のか。当然、法的には何の制御権も

ないわけなので、表立って売るなとか売れとかと言えない
のは重々承知はしているんです

けれども、何らかの形でコミュニケーシヨンを取つた方が
いいなと思つたということ。

もう一つ、今日の勝俣様のお話ですごく気になつた
のは、短期的にキヤッシユフローが

足りなくなる時期が来るとかというのはわかるんですが、短期的
に今の形で存続したとし

ても、将来、ずつと特別負担金とかそういう形でお金を出し
ていかなければいけないので、

やはリキャッシユフローということにもう少し着日して、売却と
か事業とかを見ていただ

きたいという感 じが東電さん側にも、今日はヒアリングだ
つたので、そのときにそんなこ

とを言つていいのかどうかわからなかつたので、まだ委員会
の総意でも何でもないと思う

のであれだつたんですけれども、事務局の方かもしれませんが、そ
の辺を上手にコミュニ

ケーションを取つていただけた方がいいのかな。時既に遅しに
なつてしまいますと、どう

かなと思います。

○下河辺委員長 どうぞ。

ollll 今のに関連しますので、確かに今、東電さんの資産売却の話はもう出ており

は、結構、今後のコス ト構造とかにも大きく影響を与える可能性があります
ので、必ず し

も発送電分離の話ではないということだけは、まず御理解ください
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ます。                   もう動いているのか。
gJJいていることは、

私はiヽ t｀と思つそいるんですが、1だ、‐ がぉっしやつたように、やはリーつの考

え方をきちんと持つて売却しないといけないと思います。

それにしても、抽象的な話をしてもしようがないので、私、前から申し
上げているよう

に、早くデータを、事実をつかんで、そのデータで判断していく
のが一番正しいかなと思

っています。デューデ リの方をひとつ頑張ってください。

○下河辺委員長 いろいろ貴重な御意見をいただきまして、ありがとうございました。

ともかく、勉強会の内容については次国の第 3回、公式の委員会そのものは、デューデ

リの正式な発注がめどといいますか、確定した段階を踏まえてということになります
ので、

早くても 7月 の半ば以降にならざるを得ませんけれども、多分、その前に大分、まだまだ

梅雨も明けない段階ではございますけれども、梅雨どきを使つて、内容的にも大分タイ ト

な勉強会で、勉強会にとどまらず、委員共通の認識といいますか、一定の理解をきちんと

形づくつて、なおかつ、それを即時に東電サイ ドときちんとリーズナブルな
コミュニケー

ションをして、委員会としての意のあるところをきちんと踏まえて、酌んでもらうという

実績を一つひとつ、具体的なケースを通じて形づくつていくということが当然必要な作業

になりますので、御負担は本当に通常の委員会以上にかかることになるということは明ら

かでございますけれども、よろしくお願いいたしたいと思つております。

それでは、この勉強会、内容については、また早急に委員長と事務局長、その他の間で

詳細を煮詰めて、御案内と日程調整をさせていただきたいと思います。

それから、 1点だけ、誤解があるといけないのであれなんですけれども、先ほどの東京

電力さんの御説明ですと、この 6,000億円の資産売却というのは 3年間にわたつて行われ

るというふうに御説明されたと理解してお りますので、少なくとも 7月 中旬までにどんど

ん売つてしまうということが起こるという感じではないと思います。

ただ、いずれにしても、中身は別にして、どういうペースで進められるかということ、

そのものは把握 して、まず御説明させていただくというのが順序だと思いますので、それ

は私どもの方で把握 して御説明をさせていただきます。

勉強会の段取りにつきましては、いろんな順序があると思いますので、当然のことなが

ら、制度論だけではなくて、東京電力の全体像も含めまして、委員長と御相談をしながら、

スケジュール・内容を組ませていただきたいと思います。

以上です。

○西山事務局長
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○下河辺委員長 ありがとうございました。

それでは、予定の時間を少し超過いたしましたけれども、本国の第 2回の委員会はこれ

までといたします。

本日第 2回の委員会の概要につきましては、今日お配 りしました第 1回の議事概要と同

じように、議事要旨というものを作成して、プレスに公表させていただきます。

ざつと目を通していただいたかと思いますけれども、第 1回の議事内容は、継続になり

ました例の資料 2の内容についても、委員の先生方から、第 1回 にちようだいいたしまし

た意見の内容については、あの程度の記載はさせていただいております。

ただ、当日の記者会見のときに、継続になつたそうだけれども、どんな意見
が委員の方

から出たのかという質問が当然出たんですが、お読みいただいておわ
かりのとおり、第 1

回のときにちようだいいたしました委員の御意見の内容が若干抽象的な
ところも多分にあ

りまして、それをその程度、私が記憶とメモに基づいて発言をいたします
と、翌日の新聞

の見出し等にどのような取り扱われ方がされるのか。もともとリア
ルな、具体的な話であ

れば、それを端的に言えば、そのとおり、新聞記者も記事に書く
んですけれども、ああい

った内容の場合には、受け止めた記者によりけりで、ばら
つきますので、あえて継続とい

ぅことで、今日は説明はいたしませんという形でお断 りしま
したけれども、今日の議事概

要にはああいう形で書いてありますので、場合によると、今 日
の議事概要にきちんと書い

てあって、何で第 1回の後の記者レクのときには何も言わなかつたんだと
いうような嫌み

は言われるかもしれませんが、そういう趣旨で当日は全く言及
しておりませんので、御理

解をお願いいたします。

次回の第 3回は、 7月 中旬、若千過ぎごろを予定しております
し、その間に勉強会の内

容を検討いたしまして、早急に御案内をさせて
いただきますので、よろしくお願いいたし

ます。

本日は長時間、御苦労様でした。ありがとうござ
いました。
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